6-2　東北支部
1.支部活動方針
　　建設関連業界は、依然として公共投資の減少にともない熾烈な競争と低落受注が改善されず、健全な経営や品質の確保に大きな懸念があります。
　　東北支部の会員数もピーク時１０７社から平成１８年度は８８社でのスタートと厳しい現実が顕著になっております。

　　このような中で、昨年４月の「品確法の施行」今年１月には「改正独禁法施行」東北地方整備局における業界初の建設コンサルタント業務の総合評価方式の試行、それに今年５月には「会社法が施行」等々、法的環境が著しく変わっています。このことは公共工事が、事の是非に係わらず単純な価格競争時代から、経営力や技術力による競争の時代に移行していることを示しております。

　　一方、大規模な自然災害に対し、地域住民の生命、財産を守るために社会基盤整備を効率よく進めなければなりません。また同時に、これからの社会貢献を担う建設コンサルタントや技術者は、地域に継続して確保されていなければなりません。

　　そのため我々は、日頃からあらゆるニーズに対応できる高い技術力を研磨する努力と、高い倫理観を堅持することが肝要です。そして、それが偽装問題や談合問題に見られる国民の不信感を拭い、国民の信頼を拡大して社会資本整備に理解を得ることとなるはずです。
　　このような周辺環境の中、東北支部では以下の方針で活動します。

①倫理の堅持、コンプライアンスの徹底

②社会基盤整備の必要性への理解を高める活動

③技術の向上、地域会員の有資格者の増大

④コンサルタント業務領域の拡大

⑤地域コンサルタントのプロポーザル業務領の拡大

⑥品確法等、関連法に準じた有資格者保有企業の活用

2.支部の活動
(1)主な役員
　　　支部長　　藤島　芳男
　　　副支部長　石塚　旗雄

　　　副支部長　糠澤　宏二

(2)主な行事
支部活動の一部であるが平成17年度に引き続

き、社会基盤整備の必要性を広く社会に訴える講演会「雪と共存する東北」（積雪寒冷地の社会資本整備）を11月8日に東北地方整備局、河北新報社等の後援により開催した。（参加者150名）
(3)支部の組織

総務委員会、広報委員会、技術委員会（交流
部会・構造部会・道路部会・河川部会）、情報化委員会（CALS/EC部会）、厚生委員会、地域建設コンサルタント問題検討委員会
(4)主な活動の記録

①　意見交換会（地方整備局及び東北六県土木部等）
②　独占禁止法遵守のための講習会（共催支部会員100名参加）
③　講演会「雪と共存する東北」（出席者150名）
④　技術士受験模擬面接（21名）
⑤　会員技術職員研修（構造・河川）

⑥　現場見学会（河川・道路・構造）

⑦　道路設計ノウハウ集改訂補助等
⑧　電子納品講習会（V-nas、AutocadによるＳＸＦ攻略）
⑨　地域コンサルタントの問題検討
⑩　レクの実施（ゴルフ・釣り・芋煮会・ボウリング・麻雀）
(5)会員数

　　平成18年4月 1日　88社（内東北本社27社）
    平成19年3月31日　85社（内東北本社26社）

　　平成19年4月 1日　83社（　　　〃　　　）

　　内訳　　退会　　　5社

3.今後の活動の方向及び課題
　　基本的には「中期行動計画」に基づく活動であるが、建コン協会のＰＲと特に社会基盤整備の必要性を地域住民と行政に訴えるとともに、一方新しい業務領域の拡大及び品質確保・コスト縮減等に積極的に取り組む。

　　また、会員企業の経営基盤の安定をより一層の技術力、経営力、倫理力の向上に努める必要がある。

